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原子力発電所の安全対策について 

 

《提案・要望の内容》 

【周辺地域を含めた安全対策について】 

○福島原発事故において周辺地域が甚大な被害を蒙った事実を踏まえ、稼働に向けた一

連の手続きにおいて、立地自治体と同等に対応する仕組みを構築し、中国電力に対し

て指導すること。このため、中国電力との間における安全協定を立地自治体と同等な

ものにするよう指導するとともに、周辺地域の声が確実に反映される法的な仕組みを

整備し、同意を求める範囲等、周辺自治体の位置づけを明らかにすること。 

 

〇原子力発電所の稼働の判断にあたっては、地震・津波・火山等の自然災害や複数プラ

ントでの同時事故等によるシビアアクシデント対策など、まずは安全性を厳格に審査

した上で、安全を第一義として慎重に判断するとともに、国が責任を持って審査結果

及び稼働の判断根拠について住民に丁寧にわかりやすく説明すること。 

 

【中国電力に対する指導について】 

○中国電力に対し、県民の安全を第一義とし、関係自治体など地元への正確な情報提供、

教育訓練をはじめ原子力安全文化の醸成、周辺自治体が作成する避難計画の実効性の

深化への協力など、万全な原子力安全対策を責任を持って行うよう監督及び指導する

こと。 

 

【汚染水対策について】 

○島根原子力発電所に対し、汚染水対策を適切に実施させること。また、国においても

その内容を精査し、丁寧かつ十分に説明するとともに、汚染水対策については法的に

も担保するように措置すること。 

 

【原子力行政における情報の透明化等について】 

○福島第一原発事故に関する徹底した情報公開、原子力発電所の状況や放射性物質の影

響等に関する緊密な情報提供など、国の原子力行政の基本として情報の透明化を徹底

し、地方自治体との連携を深めること。 

 

【原子力防災対策の強化について】 

○ＵＰＺにおける原子力防災体制を一層強化するため、原子力防災・安全対策の交付金

を十分確保すること。本年度も避難迅速化に向けた先進システムの整備やモニタリン

グ体制の強化が図られるよう、国において必要な財源を措置すること。 

 

○ＵＰＺの設定に伴い、原子力発電所周辺自治体であっても立地自治体と同様の原子力

防災対策が求められることから、避難計画の実効性の深化をはじめとした原子力防災

対策に必要な人件費等の経費について、国や電力会社が適切な負担を受け持つ仕組み

を早急に構築すること。 

 

○避難行動要支援者の移動手段及び必要な医療従事者、介護職員等の確保について、国

が関与して方針を示し、体制を整備すること。広域福祉避難所で必要な資機材につい

て国が広域的に確保すること。 



 

 

 

 

＜参考＞ＵＰＺ（３０ｋｍ圏内）では境港市と米子市の一部が対象となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○避難ルート等の検討や準備などには、気象情報の活用や放射性物質の拡散を予測する

情報の活用が有用と考えられるため、国が責任を持って活用可能な拡散計算につい

て、専門的、技術的及び財政的な支援を行うこと。 

 

【原子力災害医療体制の整備】 

○安定ヨウ素剤について、３歳以上の未就学児、障がいや高齢等により嚥下機能が低下

している者についても、ゼリー剤の服用を基本とし、ゼリー剤５０ｍｇ規格の開発製

造を促進すること。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業内容
H25年
事業費

H26年
事業費

H27年
事業費

H28年
事業費

H29年
事業費

H30年
事業費

R1年
事業費

計

原
子
力
発
電
施
設
等
緊
急
時
安
全
対
策
交
付
金
等

資機材、普及啓
発、防災訓練、
WBC車・サーベ
イ車・モニタリン
グ車更新等

224 43 130 254 133 154 233 1,171

ネットワークシス
テム、ラミセス等
整備・維持管理

31 60 29 46 54 40 50 310

被ばく医療整備・
施設防護対策等
（避難退域時検
査、WBC、避難
経路）

【交付金】

2
【補助金】

844

WBC等整
備
(中央病院)

80

放射線防
護施設点
検等

3

【交付金】

17
【補助金】

25

【補助金】

339
62 18 1,390

被ばく医療研修等、
安定ヨウ素剤備蓄
等

9 6 4 9 5 10 20 63

小計 1,110 189 166 351 531 266 321 2,934

放
射
線
監
視
等
交
付
金

モニタリングシステ
ム、モニタリングポ
スト、測定器整備、
環境試料分析、安
全顧問、モニタリン
グカー更新等

213 30 46 115 127 117  120 768

原子力環境セン
ター整備等（地質調
査、基本設計、実
施設計、機器整備、
人材育成）

16
地質調査、
基本設計・
実施設計

98
工事着工、
放射能分
析機器を
順次整備

316
環 境 セ ン
ター（Ⅰ期
棟）竣工

106
環 境 セ ン
ター（Ⅱ期
棟）着工

357
環境セン
ター（Ⅱ期
棟）竣工等

100
環境セン
ター機器
整備等

23 1,016

小計 229 128 362 221 484 217 143 1,784

合
計 1,339 317 528 572 1,015 483 464 4,718

島根原発の防災対策年度別事業費

（単位：百万円）

○島根原発防災対策費に対する令和元年度国交付金の必要額は約4.6億円

・整備計画 〔第１期（H25～27年度）中期整備計画（約21.8億円）：基盤的整備〕
〔第２期（H28～30年度）中期整備計画（約20.7億円）：避難の実効性の向上〕
〔第３期（R元～3年度）中期整備計画：避難の実効性のさらなる向上〕

約4.6億円


